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特別養護老人ホームつるの川 重要事項説明書 

 
 
 

あなた（又はあなたの家族）が利用しようと考えている指定介護老人福祉施設につい

て、契約を締結する前に知っておいていただきたい内容を説明いたします。わからない

こと、わかりにくいことがあれば、遠慮なく質問をしてください。 

 

１ 介護老人福祉施設サービスを提供する事業者について 

事 業 者 名 称 社会福祉法人 太陽会 

代 表 者 氏 名 理事長 飯嶋 武夫 

法 人 所 在 地 

電 話 番 号 

栃木県栃木市平井町１２２番地８ 

０２８２－２８－６２７８ 

法人設立年月日 平成３０年５月２８日 

 

２ 入居者に対してのサービス提供を実施する施設について 

⑴ 施設の所在地等 

施 設 名 称 特別養護老人ホームつるの川 

介 護 保 険 指 定 

事 業 所 番 号 
０９７０１０８８０９ 

施 設 所 在 地 栃木県宇都宮市下砥上町１４８８－１ 

連 絡 先 
電話番号：０２８－６１１－８００８ 

FAX 番号：０２８－６１１－７００７ 

管 理 者 田﨑 雅明 

 

⑵ 事業の目的及び運営の方針 

事 業 の 目 的 

社会福祉法人太陽会が運営するユニット型指定介護老人福祉施設特

別養護老人ホームつるの川の運営及び入居について必要な事項を定め、

施設の円滑な運営を図ることを目的とする。 

運 営 の 方 針 

入居者一人ひとりの意思及び人格を尊重し、施設サービス計画に基づ

き、その居宅における生活への復帰を念頭において、入居前の居宅にお

ける生活と入居後の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各ユ

ニットにおいて入居者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を

営むことを支援する 

 地域や家庭との結びつきを重視した運営を行い、市町村、居宅介護支

援事業者、居宅サービス事業者、他の介護保険施設その他の保健医療

サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努める。 

 入居者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制を整備し、介

護職員及びその他の職員に対し、研修を実施する等の措置を講ずる。 
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⑶ 施設概要 

建物の構造 鉄骨造 地上２階建 

敷地面積 

（延べ床面積） 

５，２７０．９８㎡ 

（２，９２２,３３㎡） 

開設年月日 令和５年５月１日 

入居定員 ６０名 

 

＜主な設備等＞ 

居 室 数 ６０室  各階に３０室（1ユニット１０室） 

共同生活室 ６室 各ユニット１室 

静 養 室 ２室 各階に１室 

医 務 室 ２室 各階に１室 

個 浴 室 ６室 各ユニット１室 

機 械 浴 室 １室 １階に完備 

面 談 室 ２室 各階に１室 

 

⑷ 利用定員 

利用定員内訳 

定員６０名   なごみユニット １０名 

（６ユニット） かなでユニット １０名 

        さつきユニット １０名 

        さくらユニット １０名 

        あやめユニット １０名 

        けやきユニット １０名 

 

⑸ 職員体制 

職 種 職 務 内 容 職員数 指定基準 

管理者 

1 施設の職員の管理及び業務の実施状況の把

握その他の業務の管理を一元的に行います。 

2 従業者に、法令等において規定されている遵

守すべき事項において指揮命令を行います。 

1名 １名 

事務員 
施設の庶務及び会計業務等、施設運営のため 

の必要な事務を行います。 
１名以上 １名以上 

生活相談員 
入居者の入退居、生活相談及び援助の企画立 

案、実施に関する業務を行います。 
２名 １名以上 

介護職員 
入居者の日常生活の介護、相談及び援助を行 

います。 
２０名以上 

２０名以上 

（常勤換算） 

看護職員 
医師の診療補助及び医師の指示を受けて入居者 

の看護、施設の保健衛生業務を行います。 
３名以上 

３名以上 

（常勤換算） 

機能訓練指導員 
入居者の機能回復、機能維持に必要な訓練及 

び指導を行います。 
１名以上 

１名以上 

（兼務可） 

介護支援専門員 
適切なサービスが提供されるよう介護計画 

を作成します。  
２名 １名以上 

医師 
入居者の診療及び保健衛生の管理指導業務 

を行います。 
１名 

１名 

（非常勤） 

管理栄養士 

（栄養士） 

食事の献立、栄養計算等入居者に対する栄養 

指導等を行います。 
１名以上 １名以上 
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〈主な職種の標準的な勤務体制〉 

職 種 勤  務  時  間  帯 配置人数 

医 師 毎週木曜日 １２：４５～１４：１５ １名 

介護職員 

早 番   ７：００～１６：００ 

日 勤   ９：００～１８：００ 

遅 番  １３：００～２２：００ 

夜 勤  ２２：００～ ７：００ 

６名 

６名 

６名 

４名 

看護職員 
早 番   ８：００～１７：００ 

日 勤   ９：００～１８：００ 

１名 

   ２名 

機能訓練指導員 日 勤   ９：００～１８：００    １名 

 

３ 提供するサービスの内容及び費用について 

⑴ 提供するサービスの内容について 

サービス区分と種類 サ ー ビ ス の 内 容 

施設サービス計画の作成 

1 介護支援専門員が、入居者の心身の状態や、生活状況の把握

（アセスメント）を行い、入居者及びその家族の生活に対す

る意向、総合的な援助の方針、生活全般の解決すべき課題、

援助の目標、サービス内容、サービスを提供する上での留意

事項等を記載した施設サービス計画を作成します。 

2 作成した施設サービス計画の内容について、入居者又はそ

の家族に対して、説明し文書により同意を得ます。 

3 施設サービス計画を作成した際には、入居者に交付します。 

4 計画作成後においても、施設サービス計画の実施状況の把

握を行い、必要に応じて介護計画の変更を行います。  

食 事 

1 栄養士（管理栄養士）の立てる献立により、栄養並びに入居

者の身体の状況及び嗜好を考慮した食事を提供します。 

2 可能な限り離床して食堂で食事をとることを支援します。 

入 浴 

1 入浴又は清拭を週２回以上行います。 

  入居者の体調等により、当日入浴ができなかった場合は、清

拭及び入浴日の振り替えにて対応します。 

2 寝たきりの状態であっても、特殊機械浴槽を使用して入浴

することができます。 

排せつ 
排せつの自立を促すため、入居者の身体能力を利用した援助を

行います。 

機能訓練 
入居者の心身等の状況に応じて日常生活を送るのに必要な機

能の回復、又はその減退を防止するための訓練を実施します。 

栄養管理 
栄養状態の維持及び改善を図り、自立した日常生活を営むこと

ができるよう、各入居者の状態に応じた栄養管理を行います。 

口腔衛生の管理 

入居者の口腔の健康の保持を図り、自立した日常生活を営むこ

とができるよう、各入居者の状態に応じた口腔衛生の管理を計

画的に行います。 

健康管理 医師や看護職員が、健康管理を行います。 

その他自立への支援 

1 寝たきり防止のため、入居者の身体状況を考慮しながら、可

能な限り離床に配慮します。 

2 清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行われるよ

う援助を行います。 
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(２) 利用料金 

① 食費・居住費（料金表別紙参照） 

② 基本料金（料金表別紙参照） 

(３) 加算料金（料金表別紙参照） 

(４) その他の料金（料金表別紙参照） 

 

４ 利用料、入居者負担額（介護保険を適用する場合）その他の費用の請求及び支払い方

法について 

⑴ 利用料、入居者負担額（介護

保険を適用する場合）、その他

の費用の請求方法等 

ア 利用料入居者負担額（介護保険を適用する場合）及びそ

の他の費用の額はサービス提供ごとに計算し、利用月

ごとの合計金額により請求します。 

イ 上記に係る請求書は、利用明細を添えて利用月の翌月

１５日までに入居者あてにお届け（伝送・郵送）します。  

⑵ 利用料、入居者負担額（介護

保険を適用する場合）、その他

の費用の支払い方法等 

ア サービス提供の都度お渡しするサービス提供記録の入

居者控えと内容を照合のうえ、請求月の２７日までに、

下記のいずれかの方法によりお支払い下さい。 

(ア)入居者指定口座からの自動振替（翌月 27日引落し） 

 ご利用できる金融機関：銀行・信用金庫・農協 

ゆうちょ銀行 

(イ)現金支払い 

(ウ)事業者指定口座への振り込み 

 足利銀行 小山支店（150）普通 ５５２４３９９ 

 社会福祉法人太陽会 理事長 飯嶋武夫 

イ 支払いの確認をしましたら、支払い方法の如何によら

ず、領収書をお渡ししますので、必ず保管してくださ

い。（医療費控除の還付請求の際に必要となることがあ

ります。） 

※ 利用料、入居者負担額（介護保険を適用する場合）及びその他の費用の支払いについて、

正当な理由がないにもかかわらず、支払い期日から 3ヶ月以上遅延し、さらに支払いの督促

から 14日以内に支払いが無い場合には、サービス提供の契約を解除した上で、未払い分をお

支払いいただくことがあります。 
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５ 契約の終了・解約について 

 当施設との契約では契約有効期間の契約時の要介護認定の有効期間となっています。従って、

以下のような事由がない限り、有効期間中はサービスを利用することができますが、仮にこの

ような事項に該当するに至った場合には、当施設との契約は終了し、ご契約者に退居していた

だくことになります。（契約書第１３条参照） 

 

 

 

 

 

 

契約の終了 

(1)ご契約者が亡くなられた場合  

(2)要介護認定によりご契約者の心身の状況が自立又は要支援、要介護１ 

または２と判定された場合  

(3)事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由

により施設を閉鎖した場合 

(4)当施設の滅失や重大な毀損により、サービスの提供が不可能になった 

場合 

(5)当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

(6)契約書第１４条から第１６条に基づき契約が解約又は解除された場合 

(7)契約期間が満了した場合 

(8)ご契約者から退居の申し出があった場合 ※詳細は以下を参照 

(9)事業所から退居の申し出を行った場合※詳細は以下を参照 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契約の解除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇契約者からの中途解約 

① 契約者は契約終了(退居)を希望する日の７日前までに、事業所に通知す

ることで、本契約を解除することができます。 

② 契約者は経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合及び 

契約者が入院した場合には、本契約を即時に解約することができます。 

③ 契約者が前第１項の通知を行わずに居室から退居した場合には、事業

者が契約者の解約の意思を知った日をもって、本契約は解約されたもの

とします。 

 

◇契約者からの契約解約 

契約者は、事業所もしくはサービス従事者が以下の事項に該当する行為

を行った場合には本契約を解除することができます。 

① 事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める介護

福祉施設サービスを実施しない場合 

② 事業者もしくはサービス従事者が契約書第 8 条に定める守秘義務に違

反した場合 

③事業者若しくはサービス従事者が故意または過失により契約者の身体・

財物・信用等を傷け、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがた

い重大な事情が認められる場合 

③ 他の入居者が契約者の身体・財物・信用等を傷つけた場合もしくは傷

つける恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場合 

 

◇事業者から退居の申し出を行った場合 

 事業者からの申し出により退居していただく場合（契約書第１6 条参

照）、以下の事項に該当する場合には、当施設からの退居していただくこ

とがあります。 

①  契約者及びその家族代表者が契約締結時にその心身の状況及び病歴等

の重要事項について、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、そ

の結果本契約を継続しがたい重大な事情が生じた場合 

② 契約者によるサービス利用料金の支払いが 3 ヶ月以上遅延し、相当期

間を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合 



- 7 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

契約の解除 

③ 契約者が故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者もし

くは他の入居者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい

不信行為を行うことなどによって本契約を継続しがたい重大な事情

を生じさせた場合 

④ 契約者が連続して 3ヶ月を超えて病院又は診療所に入院すると見込ま

れる場合もしくは入院した場合 

⑤ 契約者が介護老人保健施設に入居した場合もしくは介護医療型医療

施設に入院した場合 

⑥ 契約者及び後見人並びに家族等が事業者や事業所の職員に対して禁

止行為を繰り返す等、契約を継続しがたいほどの背信行為を行った場

合、事業者は文書で通知することにより、即座にサービスを終了する

ことができます。 

＊サービス利用にあたっての禁止行為＊ 

1.事業所の職員に対して行う暴言・暴力・嫌がらせ、誹謗中傷などの迷 

惑行為 

2.パワーハラスメント、セクシャルハラスメント、ケアハラスメント、 

 カスタマーハラスメントなどの行為 

3.サービス利用中に契約者本人以外の写真や動画の撮影、また録音など

をインターネットなどに掲載すること 

 

※退居に際しては、入居者及びその家族の希望、退居後の生活環境や介護

の連続性に配慮し適切な援助及び指導を行うとともに、居宅介護支援事業

者等や保険医療、福祉サービス提供者と密接な連携に努めます。 

 

６ 衛生管理等について 

(１) 入居者の使用する施設、食器その他の設備又は引用に供する水について、衛生的な管理 

に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じます。 

(２) 食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保健所の助言、 

指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

(３) 施設において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を 

講じます。 

 ①施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会

をおおむね３月に１回以上開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底し

ています。 

  ②施設における感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための指針を整備しています。 

  ③従業者に対し、感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研修並びに感染症の予

防及びまん延の防止のための訓練を定期的に実施します。 

  ④①から③までのほか、厚生労働大臣が定める感染症又は食中毒の発生が疑われる際の対

処等に関する手順に沿った対応を行います。 

 

７ 業務継続計画の策定等について 

(1) 感染症や非常災害の発生時において、入居者に対する指定介護福祉施設サービスの提供

を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業

務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 
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(2) 従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的

に実施します。 

(3) 定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

８ 緊急時等における対応方法 

 施設において、サービス提供を行っている際に入居者の病状の急変が生じた場合は、速やか

に管理医師及びあらかじめ定めている協力医療機関へ連絡及び必要な措置を講じます。 

 入居中、医療を必要とする場合は、入居者及びその家族の希望により下記の協力医療機関 

において、診察・入院・治療等を受けることができます。ただし、下記の医療機関で優先的

に治療等が受けられるものではありません。また、当該医療機関での治療等を義務付けるも

のでもありません。 

 

 

 

 

 

【協力医療機関】 

（医療機関名） 

◇宇都宮東病院 

 所 在 地  栃木県宇都宮市平出町３６８番地８ 

電 話 番 号 ０２８-６６４-１５５１ 

F A X 番 号 ０２８-６６０-０８０６ 

診 療 科  内科、糖尿病内科、皮膚科、整形外科、 

精神科(メンタルケア科)、 

◇宇都宮記念病院 

所 在 地  栃木県宇都宮市大通り１丁目３番１６号 

電 話 番 号 ０２８-６２２-１９９１ 

F A X 番 号  ０２８-６１１-５６０５ 

診 療 科  内科、外科、大腸外科、リハビリテーション科、 

        呼吸器内科、呼吸器外科、腎臓外科、放射線科、 

        循環器内科、心臓血管外科、歯科口腔外科、 

        救急科、消化器内科、消化器外科、小児科、 

        麻酔科、内分泌内科、乳腺外科、皮膚科、 

        糖尿病内科、肛門外科、泌尿器科、腎臓内科、 

        整形外科、眼科、脳神経内科、脳神経外科、 

        耳鼻いんこう科 

◇鷲谷記念病院 

所 在 地  栃木県宇都宮市下荒針町３６１８番地 

電 話 番 号 ０２８-６４８-３８５１ 

F A X 番 号 ０２８-６４８-０２２２ 

診 療 科  整形外科、ペインクリニック内科、脳神経外科、 

        一般内科、皮膚科、訪問リハビリテーション 

【協力歯科医療機関】 
（歯科医療機関名） 

◇やす・かず Charm歯科 

所 在 地  栃木県宇都宮市滝の原２-４-３５ 

電 話 番 号 ０２８-６１２-８２８２ 

F A X 番 号 ０２８-６１２-８２５５ 
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９ 事故発生時の対応方法について 

 ⑴ 事故が発生した場合の対応について、⑵に規定する報告等の方法を定めた事故発生防止

のための指針を整備します。 

 ⑵ 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実を報告

し、その分析を通じた改善策についての研修を従業者に対し定期的に行います。 

 ⑶ 事故発生防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的に行います。 

 ⑷ 上記⑴～⑶の措置を適切に実施するための担当者を配置しています。 

 ⑸ 施設は、入居者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は速やかに市町村、

入居者の家族に連絡を行うとともに必要な措置を講じます。 

 ⑹ 施設は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置を記録します。 

 ⑺ 施設は、入居者に対するサービス提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠

償を速やかに行います。 

 

１０ 非常災害対策 

 ⑴ 当施設に災害対策に関する担当者（防火管理者）を置き、非常災害対策に関する取り組

みを行います。 

災害対策に関する担当者（防火管理者）職・氏名：（施設長 田﨑 雅明） 

 ⑵ 非常災害に備えて、消防計画、風水害、地震等の災害に対処するための計画を作成し、

非常災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業員に周知し

ます。 

 ⑶ 定期的に避難、救出、その他必要な訓練（夜間想定訓練を含む。）を行います。 

避難訓練実施時期：（毎年２回 ３月・９月） 

⑷ ⑶の訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めます。 

 

１１ サービス提供に関する相談、苦情について 

(1) 当施設における苦情の受付 

当施設における苦情やご相談は、以下の専用窓口で受け付けます。 

また、苦情受付ボックスを事務所に設置しています。 

○苦情解決責任者     施設長  

   

○苦情受付窓口（担当者） 生活相談員  

連絡先 028-611-8008（当施設） 

 

○受付時間    毎日 9:00～18:00 

 

○第三者委員   高 田  孝 一 （自治会長） 連絡先 028-648-4730 

         高 田 さかい（民生委員） 連絡先 028-648-4730 

            神 保  久 子 (民生委員)   連絡先 028-658-6085 

 

 



- 10 - 

 

(2) 行政機関その他苦情受付機関 

宇都宮市役所 

介護保険相談窓口 

所 在 地 宇都宮市旭 1丁目 1-5 市役所 2階 D6窓口 

電話番号 ０２８－６３２－２９０６ 

受付時間 
８：３０～１７：１５ 

平日（月～金）祝日・年末年始を除く 

国民健康保険団体連合会 

介護保健課 

所 在 地 宇都宮市本町 3-9 栃木県本町合同ビル内 

電話番号 ０２８－６４３－２２２０ 

受付時間 
９：００～１７：００ 

平日（月～金）祝日・年末年始を除く 

栃木県運営適正化委員会 

所 在 地 宇都宮市若草 1丁目 10-6 とちぎ福祉プラザ内 

電話番号 ０２８-６２２-２９４１ 

受付時間 
９：００～１６：００ 

平日（月～金）祝日・年末年始を除く 

 

(3) 入居者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

1.入居者からの相談又は苦情に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置 

・相談・苦情に対する窓口として苦情受付担当者、第三者委員を置いており担当者不在時に 

基本的事項についてスタッフ全員が対応できるようにしています。 

 

 苦情受付責任者 施設長  

  苦情受付担当者 生活相談員  

         連絡先 TEL 028-611-8008（施設） 

             FAX 028-611-7007 

  第三者委員  自治会長  高 田  孝 一  連絡先 TEL 028-648-4730 

      民生委員  高 田 さかい  連絡先 TEL 028-648-4730 

               神 保  久 子    連作先 TEL 028-658-6085 

 

 2.円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順 

            苦情発生    

              ↓            第三者委員  

   受付職員          苦情の直接受付 

           苦情受付担当者        苦情受付担当者からの報告 

状況の把握 ↓           苦情申出人への助言 

            検討会議          法人への助言 

              ↓           話し合いへの立会と助言 

         電話・訪問・話し合い       改善状況の報告と聴取等を行う 

   相談者への説明、謝罪 ↓ 

             再発防止への反省会    

 

     ・苦情受付担当者は、苦情があった場合は直ちに苦情申出人へ連絡、または訪問をし、 

詳しい事情を確認する。また、受付職員にも苦情内容を確認し、状況を把握する。 
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     ・苦情受付経過記録を作成し、苦情解決責任者（施設長）が検討会議を開催し、具体的な 

対応（苦情申立人への説明及び謝罪等）を行う。 

     ・事後に反省会を開催し改善結果の報告を行う。また、各種記録表を保管し再発防止に 

努める。 

     ・秘密保持上、検討会及び反省会は必ず事務所またはスタッフルームで行う。 

 

  3.その他参考事項 

     ・毎日の申し送り時には些細なことも伝達し、より良いサービス提供を心掛ける。 

     ・勉強会を定期的に実施し、スタッフの資質の向上を図る。 

     ・相談等があった際は、事務所またはスタッフルームを利用する等の秘密保持に配慮し 

守秘義務を厳守する。 

     ・苦情申立てによる入居者やご家族への差別は行わない。 

 

１２ 秘密の保持と個人情報の保護について 

⑴ 入居者及びその家族に 

関する秘密の保持について 

① 事業者は、入居者又はその家族の個人情報について

「個人情報の保護に関する法律」及び厚生労働省が策

定した「医療・介護関係事業者における個人情報の適

切な取扱いのためのガイダンス」を遵守し、適切な取

り扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」とい

う。）は、サービス提供をする上で知り得た入居者又

はその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らし

ません。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約

が終了した後においても継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た入居者又はその

家族の秘密を保持させるため、従業者である期間及び

従業者でなくなった後においても、その秘密を保持す

るべき旨を、従業者との雇用契約の内容とします。  

⑵ 個人情報の保護について 

① 事業者は、入居者から予め文書で同意を得ない限り、

サービス担当者会議等において、入居者の個人情報を

用いません。また、入居者の家族の個人情報について

も、予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会

議等で入居者の家族の個人情報を用いません。 

② 事業者は、入居者又はその家族に関する個人情報が含

まれる記録物（紙によるものの他、電磁的記録を含

む。）については、善良な管理者の注意をもって管理

し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止するもの

とします。 

③ 事業者が管理する情報については、入居者の求めに応

じてその内容を開示することとし、開示の結果、情報

の訂正、追加または削除を求められた場合は、遅滞な

く調査を行い、利用目的の達成に必要な範囲内で訂正

等を行うものとします。(開示に際して複写料などが

必要な場合は入居者の負担となります。)  
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１３ 虐待の防止について 

事業者は、入居者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲げ

るとおり必要な措置を講じます。 

⑴ 虐待防止に関する担当者を選定しています。 

虐待防止に関する担当者   施設長  田﨑 雅明 

⑵ 成年後見制度の利用を支援します。 

⑶ 従業者が支援にあたっての悩みや苦悩を相談できる体制を整えるほか、従業者が入居者

等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

⑷ 虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に

周知徹底を図っています。 

⑸ 虐待防止のための指針の整備をしています。 

⑹ 従業者に対して、虐待を防止するための定期的な研修を実施しています。 

⑺ サービス提供中に、当該施設従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人

等）による虐待を受けたと思われる入居者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に

通報します。 

 

１４ 身体的拘束について 

事業者は、原則として入居者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそ

れがある場合など、入居者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられ

るときは、入居者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限

の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束の内容、目的、拘束の時間、経過観

察や検討内容を記録し、５年間保存します。 

また事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

 

⑴ 緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、入居者本人または他人の生命・身体に危

険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

⑵ 非代替性････身体拘束以外に、入居者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶ

ことを防止することができない場合に限ります。 

⑶ 一時性･･････入居者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった

場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

 

１５ サービス提供の記録 

⑴ 指定介護老人福祉施設サービスを提供した際には、提供した具体的なサービス内容等の

記録を行うこととし、その記録はサービス提供の日から５年間保存します。 

⑵ 入居者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求

することができます。（複写物の請求を行う場合は、有料です。） 

⑶ 入居に際して入居年月日及び事業所名称を、退居に際して退居年月日を介護保険被保険

者証に記載いたします。 
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１６ サービスの第三者評価の実施状況について 

 当事業所で提供しているサービスの内容や課題等について、第三者の観点から評価を行って

おりません。 

 

１７ 指定介護老人福祉施設の見積もりについて（料金表別表参照） 

このサービス内容の見積もりは、あなたの施設サービス計画書に沿って、事前にお伺いした

日常生活の状況や利用の意向に基づき作成したものです。 

⑴ 利用料、入居者負担額の目安 

⑵ 1 ヶ月当たりのお支払い額（利用料、入居者負担額（介護保険を適用する場合）とその

他の費用の合計）の目安 

※ ここに記載した金額は、この見積もりによる概算のものです。実際のお支払いは、サー

ビス内容の組み合わせ、ご利用状況などにより変動します。 
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令和  年  月  日  

 

指定介護老人福祉施設入所者生活介護サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の

説明を行いました。 

 

 特別養護老人ホームつるの川 

 

説明者職名 職 種             氏 名               

 

 

令和  年  月  日  

 

 私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定介護老人福祉施設サービスの 

提供開始に同意しました。 

 上記の同意を証するため、重要事項説明書に署名の上、２通作成し１通を受領いたしました。 

 

  入居者 

        住 所                             

 

氏 名                             

 

 

    保証人代表 

住 所                             

 

              氏 名                             

 

              続 柄                
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重要事項説明書別紙( 特別養護老人ホームつるの川 利用料金表 ) 

【令和８(２０２６)年６月より適用】 

 

⑵ 利用料金 

 ① 食費・居住費 

入居者 

負担段階 

居住費（滞在費） 食費 合計 

負担限度額 負担限度額 入居者負担額 

第１段階 ８８０円／日 ３００円／日 １，１８０円／日 

第２段階 ８８０円／日 ３９０円／日 １，２７０円／日 

 第３段階① １，３７０円／日 
６５０円／日 

※６８０円／日 

２，０２０円／日 

※２，０５０円／日 

 第３段階② １，３７０円／日 
１，３６０円／日 

※１，４２０円／日 

２，７３０円／日 

※２，７９０円／日 

第４段階 ２，２００円／日 
１，７００円／日 

※１，８００円／日 

３，９００円／日 

※４，０００円／日 

 ※1 上記の※は令和８年８月より適用になります。 

※2 食費・居住費については、介護保険負担限度額認定書の交付を受けた方は、当該認定

書に記載されている負担限度額（上記表に掲げる額）となります。 

 ※3 居住費については、入院又は外泊中でも料金をいただきます。 

 

② 基本料金 

 【ユニット型介護福祉施設サービス費】 

区分・要介護度 基本単位 利用料 
利用者負担額 

1割負担 2割負担 3割負担 

ユ
ニ
ッ
ト
型 

要介護１ 670 6,881円 688円 1,376円 2,064円 

要介護２ 740 7,600円 760円 1,520円 2,280円 

要介護３ 815 8,370円 837円 1,674円 2,511円 

要介護４ 886 9,099円 910円 1,820円 2,730円 

要介護５ 955 9,808円 980円 1,962円 2,942円 

 

※1 病院又は診療所への入院を要した場合及び入居者に対して居宅における外泊を認めた場

合は、上記利用料を算定せず 1日あたり 246単位（利用料：2,527円、１割負担：253

円、２割負担：506円、３割負担：759円）を算定します。ただし、入院又は外泊の初日

及び最終日は算定しません。また、1ヶ月に 6日を限度として所定単位数にて算定しま

す。 

※2 夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、上記金額の 97/100となり

ます。 

※3 ユニット型においては、ユニットごとに常勤のユニットリーダーを配置し、日中はユニッ

トごとに常時1人以上の介護職員又は看護職員を配置していない場合は、上記金額の 97/100

となります。 
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※4 身体的拘束廃止に向けての取り組みとして、身体的拘束適正化の指針整備や適正化委員

会の開催、定期的な職員研修の実施などを行っていない場合は、上記金額の 90/100となり

ます。 

※5 事故発生の防止又はその再発防止のために、指針の整備や研修の実施などを行っていな

い場合は、1 日につき 52 円（利用者負担：１割６円、２割 11円、３割 16 円）を減算しま

す。 

※6 栄養管理ついて、入居者の栄養状態の維持・改善を図り、入所者に応じた栄養管理を計画

的に行っていない場合は、1日につき 144円（利用者負担：1割 15円、２割 29円、３割 44

円）を減算します。 

※7 感染症や災害が発生した場合であっても、必要な介護サービスを継続的に提供できる体

制を構築するため、業務継続に向けた計画の策定の徹底を求める観点から、感染症若しくは

災害のいずれか又は両方の業務継続計画が未策定の場合は、上記金額の 97/100となります。 

※8 虐待の発生又はその再発を防止するために、委員会の開催や指針の整備、研修の実施、担

当者の選定などの措置を講じられていない場合は、上記金額の 99/100となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 17 - 

 

（3）加算料金 

  別紙 1 加算料金表のとおり 

①

③

⑦

⑧

⑨

⑪

⑫

⑬

⑭

１割負担

利用者負担
算定回数等

３割負担２割負担

⑥

日常生活継続支援加算(Ⅱ)

看護体制加算(Ⅰ)ロ

看護体制加算(Ⅱ)ロ

夜勤職員配置加算(Ⅱ)ロ

生活機能向上連携加算(Ⅰ)

加算項目
基本
単位

利用料

472円

41円

82円

185円

1027円

2054円

123円

205円

205円

21円

21円

若年性認知症入所者受入加算

専従の常勤医師の配置に
係る加算

46

4

8

18

100

200

12

20

生活機能向上連携加算(Ⅱ)

個別機能訓練加算(Ⅰ)

個別機能訓練加算(Ⅱ)

個別機能訓練加算(Ⅲ)

ADL維持等加算(Ⅰ)

ADL維持等加算(Ⅱ)

308円

616円

1232円

20

30

120

31円

62円

123円

1日につき

1日につき

1日につき

1日につき

1日につき(原則
3ヶ月に1回を限
度)

142円

12円

25円

55円

308円

47円

4円

8円

18円

103円

205円

94円

8円

16円

12円

37円

205円

411円

1日につき

②

④

⑤

25

5

1ヶ月につき
(個別機能訓練加
算算定の場合は
(Ⅰ)ではなく(Ⅱ)
を算定。この場合
の(Ⅱ)は100単位)

1日につき

1ヶ月につき

1ヶ月につき

1ヶ月につき

1ヶ月につき

37円

62円

62円

92円

185円

616円

25円

41円

41円

62円

123円

246円

26

41

30

200

460

460

205円

472円

472円

60

精神科を担当する医師に
係る加算

障害者生活支援体制加算(Ⅰ)

障害者生活支援体制加算(Ⅱ)

初期加算

再入所時栄養連携加算

退所前訪問相談援助加算

退所後訪問相談援助加算

257円

51円

267円

421円

308円

2054円

26円

5円

27円

42円

31円

4724円

4724円

51円

10円

53円

84円

62円

370円

77円

15円

80円

126円

92円

616円

1417円

1417円

411円

945円

945円

1日につき

1日につき

1日につき

1日につき

1日につき
(入所した日から
30日以内)

1回につき

1回につき

1回につき

⑩
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⑮

⑯

⑰

⑱

⑲

⑳

㉓

㉕

㉖

協力医療機関連携加算(Ⅰ)

4108円 411円 1232円822円 1回につき

1ヶ月につき

１割負担

利用者負担
算定回数等

３割負担２割負担

110

10

5

1日につき

1日につき

1ヶ月につき

1ヶ月につき

1ヶ月につき

34円

86円

1232円

308円

277円

退所時相談援助加算 400

栄養マネジメント強化加算

経口移行加算

経口維持加算(Ⅰ)

経口維持加算(Ⅱ)

口腔衛生管理加算(Ⅰ)

加算項目
基本
単位

利用料

113円

288円

4108円

1027円

924円

11

28

400

100

90

㉑

退所前連携加算

退所時情報提供加算

退所時栄養情報連携加算

500

療養食加算

特別通院送迎加算

226円

62円

6100円

1130円

103円

51円

6

594

2465円 246円 493円

6円

610円

10円

5円

822円

205円

185円

㉔

口腔衛生管理加算(Ⅱ)

高齢者施設等感染症
対策向上加算(Ⅰ)

高齢者施設等感染症
対策向上加算(Ⅱ)

新興感染症等施設療養費 240

㉒
1ヶ月につき

1ヶ月につき

1ヶ月につき

1回につき(1日に

つき3回を限度)

1ヶ月につき

31円

15円

18円

1830円

339円

739円
1日につき(1ヶ
月に1回、連続
する5日を限度)

㉗

325

650

1300

50 514円

51円

3338円

6676円

13351円

51円

5円

334円

668円

1335円

103円

10円

668円

1335円

2670円

154円

15円

1001円

2003円

4005円

1ヶ月につき

1回につき
(配置医師の通
常の勤務時間外
で早朝・夜間・
深夜を除く)

1日につき(早朝又
は夜間の場合)

1回につき
(深夜の場合)

㉘

250

70

2568円

719円

257円

72円

514円

144円

配置医師緊急時対応加算

協力医療機関連携加算(Ⅱ) 5

21円

10円

12円

1220円

11円

29円

411円

103円

92円

113円

23円

58円

1541円

770円

216円

1回につき

1回につき(1人に

つき1回を限度)

1回につき(1人に

つき1回を限度)

5135円 514円 1027円
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㉚

㉛

㉞

㊲

㊴

２割負担

利用者負担

1397円

㊵

１割負担

褥瘡マネジメント加算(Ⅱ)

40

3

4

在宅・入所相互利用加算

認知症専門ケア加算(Ⅰ)

認知症専門ケア加算(Ⅱ)

認知症チームケア推進
加算(Ⅰ)

認知症チームケア推進
加算(Ⅱ)

認知症行動・心理症状
緊急対応加算

1日につき

222円

444円

2403円

4868円

31円

算定回数等
３割負担

在宅復帰支援機能加算

加算項目
基本
単位

利用料

739円

1479円

8011円

16227円

103円

72

144

780

1580

10

看取り介護加算(Ⅱ)

㉙
1280

739円

1479円

6984円

13146円

死亡日以前31日
以上45日以下

死亡日以前4日
以上30日以下

死亡日の前日及
び前々日

死亡日

看取り介護加算(Ⅰ)

72

144

680

死亡日以前31日
以上45日以下

死亡日以前4日
以上30日以下

死亡日前日及び
前々日

死亡日

74円

148円

698円

1315円

148円

296円

246円

411円

411円

31円

41円

1541円

1ヶ月につき褥瘡マネジメント加算(Ⅰ) 31円

150

120

200

6円

41円

148円

296円

1602円

3245円

21円

6円

8円

308円

1日につき

1日につき

1日につき

1ヶ月につき

1ヶ月につき

1日につき(7日
間を限度)

9円

12円

462円

370円

616円

123円

排せつ支援加算(Ⅱ)

排せつ支援加算(Ⅲ)

自立支援促進加算

科学的介護推進体制
加算(Ⅰ)

科学的介護推進体制
加算(Ⅱ)

安全対策体制加算

134円

103円

154円

205円

2876円

411円

15

20

280

40

50

20

排せつ支援加算(Ⅰ)

13

10

1027円

103円

100
生産性向上推進体制
加算(Ⅰ)

10
生産性向上推進体制
加算(Ⅱ)

10円

15円

21円

288円

41円

51円

21円

103円

10円

514円

205円

27円

21円

31円

41円

575円

9円

40円

31円

46円

62円

863円

123円

154円

62円

308円

31円

82円

103円

41円

205円

21円

1ヶ月につき

1ヶ月につき

1ヶ月につき

1ヶ月につき

1ヶ月につき

1ヶ月につき

1ヶ月につき

入所初日のみ

1ヶ月につき

1ヶ月につき

㊱

㊳

2629円

222円

444円

2095円

3944円

㉜

㉝

㉟
13円

3

123円

205円

3円

3円

4円

154円

82円

1232円

2054円

74円

148円

801円

1623円

10円
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左記の
1割

左記の
2割

左記の
3割

基本サービス費に

各加算・減算を加

えた総単位数

介護職員等処遇改善
加算(Ⅱロ)

所定

単位数

の

17.2％

左記の単位数

×地位区分

左記の
1割

左記の
2割

左記の
3割

基本サービス費に

各加算・減算を加

えた総単位数

所定

単位数

の

16.3％

所定

単位数

の

15.9％

所定

単位数

の

13.6％

所定

単位数

の

11.3％

介護職員等処遇改善
加算(Ⅰロ)

所定

単位数

の

17.6％

介護職員等処遇改善
加算(Ⅰイ)

介護職員等処遇改善
加算(Ⅱイ)

介護職員等処遇改善
加算(Ⅲ)

介護職員等処遇改善
加算(Ⅳ)

加算項目
基本
単位

利用料

㊶

サービス提供体制強化
加算(Ⅰ)

サービス提供体制強化
加算(Ⅱ)

サービス提供体制強化
加算(Ⅲ)

22

18

6

226円

185円

62円

左記の単位数

×地位区分

㊷

左記の単位数

×地位区分

基本サービス費に

各加算・減算を加

えた総単位数

左記の単位数

×地位区分

左記の
1割

左記の
2割

左記の
3割

基本サービス費に

各加算・減算を加

えた総単位数

１割負担

利用者負担
算定回数等

３割負担２割負担

1日につき

23円

18円

6円

45円

37円

12円

68円

55円

18円

左記の
1割

左記の
2割

左記の
3割
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① 日常生活継続支援加算は、居宅での生活が困難であり、当施設への入居の必要性が高いと 

認められる重度の要介護状態の者や認知症である者等を積極的に受け入れるとともに、 

介護福祉士資格を持つ職員を手厚く配置し、質の高い介護福祉施設サービスを提供した 

場合に算定します。 

② 看護体制加算は、看護職員の体制について手厚い人員体制をとっている場合に算定します。 

③ 夜勤職員配置加算は、夜間及び深夜の時間帯について手厚い人員体制をとっている場合に 

算定します。 

④ 生活機能向上連携加算(Ⅰ)は、指定訪問リハビリテーション等の理学療法士等の助言に 

基づき当施設の機能訓練指導員、介護職員等が共同で身体状況の評価及び個別機能訓練計

画の作成と、計画に沿った機能訓練を提供した場合に算定します。また、計画の進捗状況は

3ヶ月ごとに評価し、必要に応じて訓練の内容等を見直します。 

生活機能向上連携加算(Ⅱ)は、指定訪問リハビリテーション等の理学療法士等が当施設を 

訪問し、当施設の機能訓練指導員、介護職員等と共同で身体状況の評価及び個別機能訓練 

の作成と、計画に沿った機能訓練を提供した場合に算定します。また、計画の進捗状況は 3ヶ

月ごとに評価し、必要に応じて訓練の内容等を見直します。 

⑤ 個別機能訓練加算(Ⅰ)は、多職種共同にて個別機能訓練計画を作成し、計画的に機能訓練 

を実施している場合に算定します。個別機能訓練計画の情報を厚生労働省に提出し、機能 

訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用した場合は、個別機能訓練加算(Ⅱ) 

を算定します。また、個別機能訓練加算(Ⅱ)・口腔衛生管理加算(Ⅱ)・栄養マネジメント 

強化加算を算定し、理学療法士等が個別機能計画の内容等の情報やその他個別機能訓練に 

必要な情報、入居者の口腔・栄養状態関する情報を共有し、必要に応じて個別機能訓練計 

画の見直しを行って多職種で共有した場合は、個別機能訓練加算(Ⅲ)を算定します。 

⑥ ADL等維持加算は、一定期間に、入居者の ADL(日常生活動作)の維持又は改善した度合いが 

一定の水準を超えた場合に算定します。 

⑦ 若年性認知症入所者受入加算は、若年性認知症（40歳から 64歳まで）の利用者を対象に 

介護福祉施設サービスを行った場合に算定します。 

⑧ 専従の常勤医師の配置に係る加算は、常勤の医師を 1名以上配置している場合に算定しま 

す。 

⑨ 精神科を担当する医師に係る加算は、認知症の入居者が全入居者の３分の１以上を占め、 

精神科を担当する医師により定期的な療養指導が月に２回以上行われている場合、算定し

ます。 

⑩ 障害者生活支援体制加算は、視覚障害者等である入居者の数が 15以上であって、障害者生 

活支援員として専従する常勤の職員を必要数配置している場合に算定します。 

⑪ 初期加算は、当施設に入居した日から 30日以内の期間について算定します。 

⑫ 再入所時栄養連携加算は、当施設に入居していた者が退居し医療機関に入院後、再度当施 

設に入居する際に、厚生労働大臣が定める特別食等を必要とする者であり、当施設の管理栄 

養士が入院先の医療機関の管理栄養士と連携し、栄養ケア計画を策定した場合に算定しま

す。 
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⑬ 退所前訪問相談援助加算は、入居期間が１ヶ月を超えると見込まれる入居者の退居に先 

だって、介護支援専門員、生活相談員等が入居者が退居後生活する居宅を訪問し、入居者 

及び家族に対して退居後の居宅サービス等について相談援助を行った場合に算定します。 

⑭ 退所後訪問相談援助加算は、退居後 30日以内に入居者の居宅を訪問し、入居者及びその家 

族等に対して相談援助を行った場合に算定します。 

⑮ 退所時相談援助加算は、入居期間が１ヶ月を超える入居者が退居し、その居宅において居 

宅サービス等を利用する場合、退居時に入居者及びその家族等に対して退居後の居宅サー

ビス等について相談援助を行い、かつ、当該入居者の同意を得て、退居から２週間以内に退

居後の居住地の市町村及び老人介護支援センターに対して入居者の介護状況を示す文書を

添えて入居者に係る居宅サービス等に必要な情報を提供した場合に算定します。 

⑯ 退所前連携加算は、入居期間が１ヶ月を超える入居者が退居し、その居宅において居宅サー 

ビス等を利用する場合に、退居に先立ち入居者が利用を希望する居宅介護支援事業者に対

して、当該入居者の同意を得て、入居者の介護状況を示す文書を添えて入居者に係る居宅

サービス等に必要な情報を提供し、居宅介護支援事業者と連携して退居後の居宅サービス

等の利用に関する調整を行った場合、算定します。 

⑰ 退所時情報提供加算は、医療機関に退居する入居者について、退所後の医療機関に対して 

入居者を紹介する際、入居者等の同意を得て、当該入居者等の身体の状況、生活歴等を示す 

情報を提供した場合に、入居者等１人につき 1回に限り算定します。 

⑱ 退所時栄養情報連携加算は、管理栄養士が厚生労働大臣の定める特別食を必要とする入居 

者または低栄養状態にあたると医師が判断した入居者の退所する医療機関に対して、当該

者の栄養管理に関する情報を提供した場合に、１ヶ月に１回に限り算定します。 

⑲ 栄養マネジメント強化加算は、低栄養状態又はそのおそれのある入居者に対して、他職種 

共同で栄養ケア計画を作成し、これに基づく栄養管理を行うとともに、その他の入居者に対 

しても食事の観察を行い、入居者ごとの継続的な栄養管理を強化して実施した場合に、算定 

します。 

⑳ 経口移行加算は、医師の指示に基づき他職種共同にて、現在経管による食事摂取をしてい 

る入居者ごとに経口移行計画を作成し、それに基づき管理栄養士等による支援が行われた  

場合、算定します。 

㉑ 経口維持加算は、現在食事を経口摂取しているが摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる 

入居者に対し、医師又は歯科医師の指示に基づき他職種共同にて食事観察及び会議等を行

い、入居者ごとに経口維持計画を作成し、それに基づき、医師又は歯科医師の指示を受けた

管理栄養士又は栄養士が、栄養管理を行っている場合に算定します。 

㉒ 口腔衛生管理加算は、歯科衛生士が入居者に対し、口腔衛生等の管理を月２回以上行い、 

当該入居者に係る口腔衛生等の管理の具体的な技術的助言及び指導等を介護職員に行って 

いる場合に、算定します。 

㉓ 新興感染症等施設療養費は、入居者が別に厚生労働大臣が定める感染症※に感染した場合 

に相談対応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保し、且つ当該感染症に感染した入居 

者等に対して、適切な感染対策を行った上で、該当する介護サービスを行った場合に算定 

します。 ※現時点において指定される感染症はない。 

 



- 23 - 

 

㉔ 高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅰ)は、①第二種協力指定医療機関との間で新興感染症の 

発生時等の対応を行う体制を確保していること、②協力医療機関等との間で新興感染症以 

外の一般的な感染症の発生時等の対応を取り決めるとともに、感染症の発生時等に協力医 

療機関等と連携し適切に対応していること、③診療報酬における感染対策向上加算又は外 

来感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関又は地域の医師会が定期的に行う院内感 

染対策に関する研修又は訓練に１年に１回以上参加していることの要件を満たしている場 

合に算定します。高齢者施設等感染対策向上加算(Ⅱ)は、診療報酬における感染対策向上 

加算に係る届出を行った医療機関から、３年に１回以上施設内で感染者は発生した場合の 

感染制御等に係る実地指導を受けている場合に算定します。 

 

㉕ 療養食加算は、疾病治療のため医師の発行する食事箋に基づき糖尿病食、腎臓病食、肝臓 

病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食を提供 

した場合に算定します。 

㉖ 特別通院送迎加算は、透析を要する入居者でその家族や病院等による送迎が困難である等 

やむを得ない事情があるものに対して、1ヶ月に 12回以上、通院のための送迎を行った場 

合に算定します。 

㉗ 協力医療機関連携加算(Ⅰ)は、協力医療機関との間で入居者等の同意を得て、当該入居者 

の病歴等の情報共有を行う会議を定期的に開催し、協力医療機関が①入居者等の病状が急 

変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保していること、 

②高齢者施設等からの診療の求めがあった場合において、診療を行う体制が常時確保して 

いること、③入居者等の病状が急変した場合等において、入院を要すると認められた入居 

者等の入院を原則として受け入れる体制を確保していることの 3要件を満たす場合におい 

て算定します。協力医療機関連携加算(Ⅱ)は、上記要件①～③以外の場合において算定し 

ます。 

㉘ 配置医師緊急時対応加算は、当施設の配置医師が求めに応じ、①早朝、夜間又は②深夜、 

配置医師の通常の時間外の場合で①②を除いた時間に当施設を訪問して、入居者に対して 

診療を行った場合、その時間帯に応じて算定します。 

㉙ 看取り介護加算は、看取りに関する指針を定め、医師が一般的な医学的見地に基づき回復 

の見込みがないと診断した入居者に対して、多職種共同にて介護に係る計画を作成し、利用 

者又は家族の同意のもと、入居者がその人らしく生き、その人らしい最期を迎えられるよう 

に支援した場合に算定します。 

㉚ 在宅復帰支援機能加算は、入居者の家族と連絡調整を行い、入居者が利用を希望する居宅 

介護支援事業者に対して、入居者に係る居宅サービスに必要な情報の提供、退所後の居宅 

サービスの利用に関する調整を行っている場合に算定します。 

㉛ 在宅・入所相互利用加算は、可能な限り在宅生活を継続できるよう複数の者であらかじめ 

在宅期間及び入居期間を定めて当施設の居室を計画的に利用する場合に、該当の入居者に

対して算定します。 

㉜ 認知症専門ケア加算は、日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められる認 

知症の利用者に対して、専門的な認知症ケアを行った場合に算定します。 
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㉝ 認知症チームケア推進加算は、認知症の行動・心理症状の予防に資するケアを実施するた 

めの知識・技術を有する一定の研修を修了した者が配置され、周囲の者による日常生活に 

対する注意を必要とする認知症の者に対し、認知症の行動・心理症状の予防のためのケア 

計画に基づくチームケアが継続的に実施された場合に算定します。 

㉞ 認知症行動・心理症状緊急対応加算は、医師が認知症の行動・心理症状が認められるため、 

在宅での生活が困難であり、緊急に施設サービスを利用することが適当であると判断した

入居者に対し、サービスを提供した場合に算定します。 

㉟ 褥瘡マネジメント加算は、入居者ごとに褥瘡の有無の確認をするとともに褥瘡の発生とリ 

スクについて評価し、厚生労働省に評価結果の提出を行ってその情報を施設サービスの適

切かつ有効な提供に活用し、多職種共同にて褥瘡ケア計画を作成し、計画に基づく褥瘡管理

を行うとともに、そのケアの内容や状態を記録及び褥瘡ケア計画の定期的な見直しをして

いる場合に算定します。 

㊱ 排せつ支援加算は、排せつに介護を要する入居者ごとに要介護状態の軽減が見込まれる者 

について評価を行い、その結果を厚生労働省に提出して排せつ支援にあたる当該情報等を 

活用し、多職種共同にて当該入居者が排せつに介護を要する原因を分析し、それに基づく 

支援計画を作成し、当該支援計画に基づく支援を継続して実施と当該支援計画の定期的な 

見直しをしている場合に算定します。 

㊲ 自立支援促進加算は、医師が入居者ごとに自立支援に係る医学的評価を行い、自立支援の 

促進が必要であると判断された入居者ごとに多職種共同で支援計画を作成し、これに基づ 

くケアを実施した場合に算定します。 

㊳ 科学的介護推進体制加算は、入居者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況 

等の基本的な情報を厚生労働省に提出し、その情報を施設サービスの適切かつ有効な提供 

に活用している場合に、算定します。 

㊴ 安全対策体制加算は、事故発生又はその再発防止のために必要な措置を講じるとともに、 

安全対策の担当者が必要な外部研修を受講し、施設内に安全管理部門を設置するなど組織 

的な安全対策体制が整備されている場合に算定します。 

㊵ 生産性向上推進体制加算は、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担 

軽減に資する方策を検討するための委員会の開催や必要な安全対策を講じた上で、見守り 

機器等のテクノロジーを１つ以上導入し、生産性向上ガイドラインに基づいた改善活動を 

継続的に行うとともに、一定期間ごとに業務改善の取組による効果を示すデータの提供を 

行った場合に算定します。 

㊶ サービス提供体制強化加算は、厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして届け 

出た施設が、入居者に対して施設サービスを行った場合に算定します。 

㊷ 介護職員等処遇改善加算は、介護職員の基本的な待遇改善やベースアップ、資格や経験に 

応じた昇給の仕組みの整備、総合的な職場環境改善による職員の定着促進、事業所内の経 

験・技能のある職員の充実を目的とした取り組みを行うことで事業所に認められる加算で 

す。 
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※ 区分別の単価(６級地 10.27円)を含んでいます。  

※ (利用料について事業者が法定代理受領を行わない場合）上記に係る利用料は、全額を一旦

お支払いいただきます。この場合、「サービス提供証明書」を交付しますので、｢領収書｣を添

えてお住まいの市町村に居宅介護サービス費等の支給（利用者負担額を除く）申請を行って

ください。 

 

 

⑷ その他の料金 

以下の金額は利用料金の全額が利用者の負担になります。 

居住費※(１) ２，２００円（１日） 

食費※(２) 
１，７００円（１日）  

【 令和８年８月より１，８００円(１日) 】 

特別な食事 実費（ご希望により特別な食事を提供した場合） 

居室使用電気製品用持込料 １製品 １日 ３０円 

預かり金管理費 １日 ３０円（利用料と別途引落） 

健康管理費 実費（インフルエンザ予防接種に係る費用等） 

行政手続き等代行費 １件 ５００円（介護保険の申請・更新を除く） 

コピー代 １０円（白黒）、４０円（カラ―）/1枚 

請求書郵送代 １通 ２００円（紙の請求書の場合） 

教養娯楽費 
実費（ご希望によるレクリエーション・クラブ活動や行事にお

ける材料等、必要なものを提供する場合） 

理美容サービス  実費（出張による理髪、美容サービスをご利用いただいた場合） 

クリーニング代 実費（ご本人、ご家族よりご依頼いただいた場合） 

嗜好品 実費（ご本人、ご家族よりご依頼いただいた場合） 

※（１）居住費（２）食費について、負担限度額認定を受けている場合には、認定証に記載してあ

る負担限度額とします。（特定入所者介護サービス） 

また、入院、外泊時においても（１）居住費をご負担いただきますが、上記｢特定入所者介護サー

ビス認定者は｢外泊時費用｣算定時（ひと月に６日を限度）は認定証に掲載してある限度額とし、そ

れ以外の期間は通常の居住費をご負担いただきます。 

 

 

 


